
　はじめに

　本稿では障害者用社会基盤整備の代表的な物とし

てよく話題になる視覚障害者誘導用ブロック（いわ

ゆる点字ブロック）、音響信号機ならびに歩行者ＩＴＳ

について、国際規格、国内規格とそれに関連した最

近の我が国ならびに米国の動向を紹介する。

　視覚障害者誘導用ブロックが我が国で考案され、

その思想が世界に広まったものであることを知って

いる人はあまり多くない。またその目的・機能を熟

知している人も残念ながら少ない。そればかりか、

利用当事者である視覚障害者自身、その目的・機能

を充分に知らない人もいる。社会基盤整備が正しく

実施されるためにも、本来の機能が有効に利用され

るためにも、関係者のみならず一般の人も含め関連

情報の周知徹底がさらに必要である。

　これまでにも点字ブロックに関する調査・研究報

告が行われ、敷設のガイドラインも建設省、運輸省

等で作成されてきたが、その後の製品の改良に伴い、

新たな対策が求められるようになってきた。最近、

政府による知的基盤整備の一環として、あるいは交

通バリアフリー法の推進に絡んで、視覚障害者誘導
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　本稿では視覚障害者誘導システムのうち、いわゆる点字ブロックの歴史、国内外の規格化

の動向、交通バリアフリー法に対応した鉄道駅プラットホーム用新警告ブロック、横断歩道

の音響信号機設置状況、音声による視覚障害者誘導システムの標準化等について述べた。

特に視覚障害者誘導用ブロックについては、日本工業規格ＪＩＳ Ｔ９２５１：２００１の概要ならびに

新しい駅プラットホーム縁端警告用内方表示ブロックを紹介した。また、音響信号機のスピ

ーカ設置に関する調査例を示し、現状と問題点を示した。さらに視覚障害者の自立歩行のた

めの音声誘導システムの利便性向上のためのＪＩＳ規格化と米国における動向を紹介した。
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用ブロックに関する基礎的調査研究が進み、敷設の

科学的根拠が明らかになってきたことは嬉しい限り

である１～４）。

　１．岡山で始まった視覚障害者の誘導

　現在の視覚障害者誘導用ブロックは、岡山県倉敷

市在住の三宅精一氏が大阪在住の岩橋英行氏（後に

失明）と親交を深める中で昭和４０年（１９６５年）１月に

考案・開発され、点字ブロックと命名されたものに

端を発している。今から約３８年前の話である。

　その後、三宅氏は弟の三宅三郎氏とともに岩橋氏

をはじめ多くの盲人と協力して、現在の警告用の点

状ブロック、誘導用の線状ブロックを開発、さらに

盲人用の振動式交通信号機、点字道路鋲、点字プレ

ート、誘導用電子チャイムなどを考案・開発した。

氏は機器の開発研究と普及のために私財をなげうっ

て財団法人安全交通試験研究センターを設立し、そ

の半生を盲人の交通安全対策に捧げ、昭和５７年

（１９８２年）７月に享年５７歳でこの世を去った。

　日本ライトハウスの理事長であった岩崎英行氏は、

戦後、ヘレンケラー女史を招き、我が国のみならず

東南アジアにおける障害者施策の意識の高揚とその

進展に大きな影響を与えた人物であると同時に、視

覚障害者誘導用ブロックならびに視覚障害者用交通

信号機を我が国のみならず国際的に紹介し、広めた

人物であり、その功績は大きい。岩橋氏は、昭和５９

年１月に享年５８歳でこの世を去った。

　２．視覚障害者誘導用ブロック

　２－１　点字ブロックの誕生

　昭和４２年に三宅精一氏は岡山県盲人協会会長・岸

本重太郎氏を訪ねているが、最初、岸本氏は、何処

の誰とも判らない人物が金儲けのために売り込みに

来たと勘違いして烈火の如く怒り、三宅氏追い返し

たそうである。三宅氏はそれに懲りず何度となく訪

問し、次第にその人柄が岸本氏に評価されるととも

に点字ブロックの持つ価値が高く認められ、その普

及の良き理解者を得た。昭和４２年３月に三宅氏の寄

附で岡山県立岡山盲学校付近の国道２号線横断歩道

口に２３０枚贈呈敷設された。これが世界で初めての

公道への点字ブロックの敷設である。

　当時、日本ライトハウスの理事長であった岩崎英

行氏は、その当時の感激を次のように述懐している。

「『いよいよ点字ブロック第一号が敷設されたので

是非見てほしい』というのである。請われるままに

岡山に出かけ、触ったり踏んだりしてみたが、なる

ほどこれならいけるという直感が筆者にもあった。

まだコンクリートの乾かぬ真新しい点字ブロックの

上に、筆者も杖をつきながら立ってみて感無量なる

物があった。やがてこれが、延べ３，０００ｋｍという途

方もない距離へ延長して行こうなどということは、

夢想だにしなかった」（昭和５８年７月）５）

　点字ブロックという名前は三宅氏と岩橋氏が名付

けたものであることは既に述べた。平成５年（１９９３

年）に公布された「福祉用具の研究開発及び普及の

促進に関する法律」（いわゆる福祉用具法）の中で

「視覚障害者誘導用ブロック」と記述されたところか

らこの用語が現在一般に用いられている。また２００１

年に制定された日本工業規格ＪＩＳ Ｔ ９２５１：２００１「視覚

障害者誘導用ブロック等の突起の形状・寸法及びそ

の配列」で、ドットパターンを用いたものを「点状

ブロック」、棒状のパターンを用いたものを「線状

ブロック」と呼ぶことにしている。なお現在でも一

般には「点字ブロック」「点ブロック」「線ブロッ

ク」「警告ブロック」「誘導ブロック」などの用語

が使用されている。

　２－２　各種パターンの出現とＪＩＳ規格化

　点字ブロックが普及するにつれ、線状ブロックの

水はけが悪いとか、ハイヒールで歩きにくいなどの

意見に対応していろいろなパターンのブロックが製

造され、統一規格がないまま全国各地に敷設される

ようになった。平成９年、通商産業省工業技術院

（現経済産業省）が視覚障害者誘導用ブロックに関す

る統一規格化のプロジェクトを立ち上げた当時、取

り集めた業者のパンフレットに掲載された点状ブロ

ックと線状ブロックは、点の形状、寸法、配置密度

などパラメータの違うものが４４種類確認された。そ

れらの中には実際に多く敷設されているが目的とす

る機能を充分に発揮できていないと言われるものも

含まれていた。

　国内における福祉に対する国民の意識の向上に伴

い、各地方自治体からどのような点字ブロックを敷

設するべきであるのか統一基準が欲しいという意見

が出されるようになってきた。また、国際的にも国

際標準化機構（ＩＳＯ）において視覚障害者誘導用ブロ

ックの形と敷設方法の規格が審議されるようになり、

我が国が敷設量世界一の国として、また、我が国か

ら世界に発信したものでもっとも経験のある国とし

て、その対応が求められるようになってきた６～８）。

これらの状況のなか、通商産業省工業技術院では平
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成８年度に知的基盤整備事業の一つとして、�日本

規格協会に委託して「視覚障害者誘導用ブロックの

標準化に関する調査委員会」を設置し、「実験計画

提案書」の作成を行い、これを受けて日本工業標準

調査会医療安全用具部会内に「視覚障害者誘導用ブ

ロックの標準基盤研究推進専門委員会」を、製品評

価技術センター内に「視覚障害者誘導用ブロックの

標準化に関する測定技術確立委員会」を設置し、平

成９～１１年度の３年をかけて被験者実験を実施し、

パターン単体の認知・識別のし易さについて知見を

得てＪＩＳ規格原案作成基礎資料の整備を終えた９～１１）。

この調査研究の特徴は、既に在るものにこだわるこ

となく目的とする機能を実現するために必要なパラ

メータを見いだすという視点で行われたことである。

そういう意味でも、この視覚障害者誘導用ブロック

のＪＩＳ規格は特徴あるものである。

　平成９、１０年度は東京都渋谷区代々木上原の通商

産業省工業技術院製品評価技術センター内に屋外実

験フィールドを新設し、夏の炎天下、冬の寒風下で

の実験は行わないこと、雨天の日は実験を行わない

こと、被験者の最寄り駅への送迎、その他の制約条

件を勘案し、身体障害者手帳で１級の認定を受けて

いる重度の視覚障害者６０名を被験者とし、アイマス

クをし、白杖を用いず足裏による触知による認知・

識別実験が実施された。また平成１１年度にはつくば

市にある工業技術院筑波研究センターの共同利用施

設である「くらしとＪＩＳセンター」において、屋外実

験場を新設して４４名の被験者による実験を同様に実

施した。その後、平成１２年度に�日本規格協会内に

「視覚障害者誘導用ブロック ＪＩＳ 原案作成委員会」を

設置し、これまでの調査研究データに基づきＪＩＳ原

案を審議・作成し、パブリックコメントを平成１３年

２月８～２２日の間求め、その意見も踏まえて最終

ＪＩＳ原案が作成された。本ＪＩＳ原案は平成１３年５月２５

日開催の日本工業標準調査会標準部会福祉用具技術

専門委員会においてＪＩＳ規格とする事が決定され、

平成１３年９月２０日に日本工業規格ＪＩＳ Ｔ ９２５１：２００１

として公布された１２）。以下にその概要を紹介する。

　２－３　ＪＩＳ Ｔ ９２５１：２００１の概要

１）適用範囲

　この規格は歩行路面に設置する視覚障害者誘導用

ブロック等の突起の寸法ならびにその配列に関する

もので、その突起断面形状はFig.1に示すようなハ

ーフドーム型のものに限定される。

　材質については言及していないが、規格原案作成

の根拠となる実験はコンクリートを使用したため、

実験で示された性能を担保するためには材質として

それなりの硬度が求められることは言うまでもない。

　名称には「視覚障害者誘導用ブロック」の文言が

あるが、ブロックの寸法や材質等の規格ではない。

通常、視覚障害者誘導用ブロックと称されるものの

多くはコンクリートや陶板などブロック状のもので

あるが、突起をネジ止めしたものやシート状に作ら

れたものを貼付するなど、いろいろな敷設方法が現

実に存在し、将来的にも各種の敷設方法が生まれる

可能性が否定できないため敷設方法は限定せず、本

来の目的である足裏によるパターンの触知能力を担

保するパターンのパラメータを規格としている。

２）定義

ａ）視覚障害者誘導用ブロック等の突起

　視覚障害者に対して前方の危険の可能性又は歩行

方向の変更の必要性を予告すること若しくは歩行方

向を案内することを目的とし、靴底や白杖で触れる

ことにより認知させる点状又は棒状の突起。

ｂ）点状突起

　注意を喚起する位置を示すための突起。突起形状

は点状である。

ｃ）線状突起

　移動方向を指示するための突起。突起形状は棒状

で、その長手方向が移動方向を示す。
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Fig. 1　ハーフドーム型突起の断面形状 Fig. 2　点状突起（並列配列）の形状・寸法及びその配列
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ｄ）並列配列

　点状突起の配列方法の一つで、最短距離の突起同

士の中心を結ぶ線が、ブロック等の外線と平行にな

るように配列されているもの。

３）形状・寸法及び配列

�点状突起

　点状突起の形状・寸法及びその配列はFig.2のとお

りである。点状突起を配列するブロック等の大きさ

は３００ｍｍ（目地込み）四方以上で、点状突起の数は

２５（５×５）点を下限とし、点状突起を配列するブロ

ック等の大きさに応じて増やすことになっている。

ただしこのブロック等を並べ替えて敷設する場合は、

ブロック等の継ぎ目部分における点状突起の中心間

距離をｂ寸法より１０ｍｍを超えない範囲で大きくし

てもよいことになっている。

�線状突起

　線状突起の形状・寸法及びその配列はFig.3に示す

とおりである。ただし線状突起の本数は４本を下限

とし、線状突起を配列するブロック等の大きさに応

じて増やすことになっている。

　点状突起、線状突起ともにある程度の面積を要求

しているのは、ある程度以上の検出能力を保証する

ためであり、これまでの敷設の状況等を勘案して今

回のＪＩＳ制定では３０ｃｍ以上の敷設幅を確保すること

としている。なお次節で述べる鉄道駅舎プラットフ

ォームにおける視覚障害者誘導用ブロックの研究に

おいて、その幅が６０ｃｍ程度有ればほぼ確実に検出

できることが明らかになった。

　２－４　鉄軌道駅プラットホーム縁端警告用内方

表示ブロック（ホーム縁端警告ブロック）

の開発

　鉄道駅プラットホームからの盲人の転落事故は後

を絶たない１３，１４）。このため、駅プラットホームに

ホームドアーを設置することが障害者団体から求め

られるようになってきたが、使用する列車のドアー

間隔が異なる車両が走る路線ではホームドアーの設

置が困難であり、それに替わる安全性の向上に向け

た手段の開発が求められることとなった。平成１１年

に運輸省鉄道局（現国土交通省鉄道局）は「誘導・警

告ブロック改善検討会」を設置し、ホーム縁端に敷

設されている点状ブロック（「ホームの黄色い線」）

の触知的な能力を向上させる調査研究を開始し、平

成１４年９月に終了した（平成１２、１３年度の調査研究

は�交通エコロジー・モビリティー財団の調査研究

として実施された）。その結果、鉄道駅プラットホ

ームに限定した「鉄軌道駅プラットホーム縁端警告

用内方表示ブロック（略称、ホーム縁端警告ブロッ

ク）」が提案されるに至った。

　その概要は、プラットホーム縁端部に敷設された

警告用の点状ブロックの内側（プラットホーム中心

側）に線状ブロックと同様の形状の突起を１本設置

するものである（Fig.4参照）。近接の点状パターン

と線状パターンそれぞれの中心線間距離は７５ｍｍが

最適であることが実験より明らかになり、この寸法

で線状パターンを一本点状ブロックに沿わせて配置

した物を鉄軌道駅プラットホームに限定して敷設す

るものとした。

　２－５　鉄道駅プラットホーム縁端警告ブロック

の敷設方法の一元化に関する調査研究

　上記の国土交通省が設置した調査研究委員会では、

ホーム縁端の警告ブロックの敷設方法についても調

査を行い、プラットホームにおける安全性の向上の

提言を行っている１５）。

　鉄道駅プラットホーム縁端警告ブロックの敷設に

際し、ホーム上の構造物（支柱や階段の壁など）が干

渉するケースが少なくないが、ホーム縁端に沿って

ブロックを直線的に敷設することが困難な場合の敷

Ｍａｙ，２００３ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２８，Ｎｏ．１ （　）５１
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Fig. 3　線状突起の形状・寸法及びその配列

Fig. 4　ホーム縁端警告ブロックの概念図
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設方法がガイドラインには明示されていなかった。

このため鉄道事業者はホームの構造に応じてさまざ

まの措置をとっている。例えば柱部分と干渉する場

合、ブロックをカタカナの「コ」の字状にホームの

内側方向に直角に迂回させて敷設したり（以下コの

字迂回敷設方式）、構造物に構わずブロックを直線

的に敷設して構造物があるところだけブロックが欠

けているように敷設する措置（以下、連続敷設方式）

等が代表的である。このような現状では、視覚障害

者がホーム縁端に対する事故の位置を誤認する可能

性が少なくなく、安全性の向上を図るために敷設方

法の一元化が求められていた。

　コの字迂回方式の場合、縁端部から直角に曲がる

方向がホームの内側であると判断出来るとの評価が

ある一方で、何度も直角に曲がることで方向誤認を

生じやすく、また迂回する構造物が大きい場合には

迂回距離が大きくなりがちであり、さらに本来警告

機能を持つ点状ブロックを迂回部分で誘導用ブロッ

クのように扱っているとの問題点が指摘されている。

一方、連続敷設方式の場合、構造物にぶつかってし

まう可能性があるとの指摘があったものの、一元化

を図る上で連続敷設方式は有効な方法であるとの意

見が調査した全盲の視覚障害者の過半数を占めた。

またコの字迂回方式の主な利点の一つとされたホー

ム内方表示機能は、新しい「鉄軌道駅プラットホー

ム縁端警告用内方表示ブロック」により内方を示す

ことでその機能を満たすことが出来るため、敷設方

法の一元化を図る上で連続敷設方式がより有効であ

るとの結論を得ている。

　２－６　ＩＳＯにおける国際規格化の動向

　国際標準化機構では、ＩＳＯ／ＴＣ１７３／ＷＧ７（元ＩＳＯ

／ＴＣ１７３／ＳＣ４／ＷＧ７）で視覚障害者誘導用ブロッ

クのパターンとその敷設方法について審議中である。

委員会原案（現在Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ Ｄｒａｆｔ段階）では、全盲

者のために触覚的コントラストを、弱視者のために

視覚的コントラストを付けるようになっており、視

覚的なコントラストについては周辺路面と３０％程度

の輝度比差（それぞれ白地に対する輝度の差）を持つ

ことが提案されている。この３０％という値が適切で

あるかどうかを論じる科学的データは十分とは言え

ないが、この数値が規格になった場合、この値をク

リアーすることが必要になる。１９９９年３月にＩＳＯの

国内対策委員会の審議にもとづき建設省が３３ヶ所、

運輸省が１９ヶ所で調査した１６，１７）。その結果、輝度

比差の定義の仕方にもよるが、この数値を満足でき

る場所は数ヶ所しかなく、多くの場所でその対応が

求められることが明らかになるとともに、輝度比差

の定義とその根拠をさらに明確にする必要があるこ

とが明らかになった。ＩＳＯの原案では輝度比の差が

論じられているが、色相によっても周囲の明るさに

よっても視認性は異なる。このため弱視者の視認性

に対する障害像の科学的な調査研究が早急に行われ

ることが関係者から求められている。

　触覚的コントラストについてみた場合、英国では

七種類のパターンを警告や誘導に使い分けており、

その中には我が国と異なる利用方法もある１８）。例

えば線間５０ｍｍの線状ブロックを横向きに敷設して、

階段やスロープ、踏切の警告用に用いるかと思えば、

線間８０ｍｍを我が国と同様、縦向きに敷設して歩道

における誘導に用いたり、線間１００ｍｍの線状ブロ

ックを横向きに敷設して自転車道が隣接する歩道の

誘導に用いるなどである。

　３．盲人用交通信号機

　３－１　音響信号機設置の経緯　

　我が国最初の盲人用信号機は、昭和３０年９月に東

京都杉並区東田町に設置されたベル式信号であっ

た１９）。昭和４２年には盲人用振動式交通信号機が三

宅精一氏により考案されている。振動式交通信号機

はその後、電子チャイムを内蔵したものや振動と同

時に「通りゃんせ」「故郷の空」などメロディを流

すものなどが開発・敷設されてきた。その後、設置

の容易な音響信号機が主流となり、鳥の擬声とメロ

ディを流すものが設置されるようになり、振動式の

盲人用交通信号機はわずかな数を残し、姿を消しつ

つある。なおＩＳＯの規格原案では、音と同時に振動

して聴覚障害者の利用の便宜を図ることを推奨して

いる。

　３－２　視覚障害者用交通信号機の現状と課題

　昭和４０年代には振動式の盲人用信号機が設置され

るなど信号機の形態に変化があり、昭和５０年には約

４００ヶ所に音響信号機が設置された。それらの施設

は、従来各都道府県警察がそれぞれ独自の考え方で

整備を進めていたため、メロディ方式では２１曲が存

在し、その他鳥の擬音や単純音などさまざまな音響

方式が存在していた。昭和５０年に全国統一化の要望

を受けて整備基準作成作業が行われ、擬音またはメ

ロディの二種類とし、各都道府県毎にいずれかの形

式に統一することとなった。いずれの方式も十字路

交差点の横断を想定して音の種類は二種類とし、擬
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音は「ピヨ」「カッコー」、メロディは「通りゃん

せ」「故郷の空」が採用された。平成８年には同種

鳴き交わしへの適合のしやすさから擬音へ統一する

方針が決められ、併せて擬音の若干の変更と、音源

としてのスピーカの取付位置を横断歩道の中央へ設

置するべきである旨、周知が行われた。

　平成１３年度末現在、擬音８，６８１ヶ所、メロディ

２，３８９ヶ所、その他１３ヶ所、合計１１，０８３ヶ所に音響

信号機が設置されている。

　初期には盲人に交通信号灯火に関する情報（横断

のタイミング）を知らせる目的で設置され、その後、

横断歩道向い側の横断歩道口（以下、対岸）の場所を

知らせる目的で音源であるスピーカの位置や音量を

設定するように目的が変遷した。それは、大きな交

差点では車の流れをスムーズにするために交差点の

コーナーを丸くカットするようになり、歩道と車道

の境界を示す縁石が歩行者の進行方向と直交しない

場所が多くなり、信号が青になっても歩き出す方向

が不明確になるケースが多く、このため横断歩道の

両端に設置する各スピーカを横断歩道の幅の内側に、

しかも歩道上に設置し、手前のスピーカの位置から

対岸のスピーカをめがけて歩行することが安全上望

ましいと考えられたからである。平成８年に周知さ

れたが、現実にはそのようにはなっていないところ

が多いことが最近の調査で明らかになっている。

　３－３　スピーカ設置の現状　

　我々の研究室では、音響信号機スピーカの設置場

所、高さと向き、音量、スピーカがどの地点をねら

って音を出しているのか、４０の交差点、２００個のス

ピーカについて調査した結果、設置位置については

Fig.5,6に示すとおりであった。Fig.5は対側正面か

ら見たスピーカの設置位置であり、マイナスの数値

は横断歩道の中を示す。プラスの数値の部分にスピ

ーカがあるということは、対側のスピーカを目標に

進んでいくと歩道をはずれ、生命に危険がある状況

に発展する可能性の多いことを示す。Fig.6ではマ

イナスの内は横断歩道の中を示す。プラス１６ｍとい

うことは横断歩道を渡りきった後１６ｍも行かなけれ

ばスピーカの真下に到達できないことを示す。これ

らの図より、かなりの交差点でスピーカを目標地点

として横断歩道を渡るようにスピーカが設置されて

いないことが判明している。音量についても調査し

ており、不適切な音量の場所が多いことが明らかに

なっている２０）。

　Fig.7は望ましいスピーカの設置位置である。歩

道で横断のために青信号を待っている状態で目標と

するスピーカからの音が聞こえ、それに向かって進

めば確実に横断帯内を歩行して向こう側にたどり着

き、横断終了を知ることができるスピーカ配置にな

っている。

　３－４　音響信号音の統一と新交通信号システム

　歩行者用高度情報システムに関する研究が警察庁

と国土交通省において行われており、警察庁のもの

はＰＩＣＳ（Ｐｅｄｅｓｔｒｉａｎ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ 

Ｓｙｓｔｅｍ）と呼ばれ、視覚障害者に対するものを

ＰＩＣＳ‐Ａ、高齢者、聴覚障害者、移動困難者に対す

るものをＰＩＣＳ‐Ｂとして実用試験調査が行われてい

る。ＰＩＣＳ‐ＡにはFig.7のスピーカの位置に赤外線の

発光ダイオードを設置し、交差点の位置に関する情

報や信号灯火の赤青に関する情報を視覚障害者に伝

えるもの（ＰＩＣＳ‐Ａ�）と、白杖に再帰反射テープを

貼り付け、白杖使用者が来たことを検知して歩道の

渡り口のポールに取り付けたスピーカから音声情報

が発せられるもの（ＰＩＣＳ‐Ａ�）がある。
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Fig. 7　望ましいスピーカ取付位置と方向
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　現在、ＰＩＣＳ‐Ａ�は全国３００ヶ所以上の交差点で

試験的に設置され、平成１５年度から本格的に導入す

ることが決定されている。

　警察庁は、音響信号機の音の統一ならびにその設

置方法の統一に向け平成１２年度に「視覚障害者のモ

ビリティに資する信号機の在り方に関する調査研究

委員会」を設置し、全国の盲人に対して調査を実施

した。調査の結果、主道路、従道路という識別より

も方角を知りたいという視覚障害者の意見が多かっ

た。その結果を受けて、擬音の「ピヨ」「カッコー」

を東西南北を基準として統一化することにした。

　４．音声情報による視覚障害者誘導システム統一

化の動向

　視覚障害者の自立歩行を支援するいわゆる電子的

音声情報案内システムはこれまでにも十数種類のシ

ステムが開発され、既に多くの場所に設置・運用さ

れ、評価が行われている。これらのシステムの多く

はそれぞれが固有の方式を採用しているため互換性

がない。このため視覚障害者がいろいろな場所を訪

れてそれらの利便を享受するためには複数の端末を

持ち歩かねばならず、問題が指摘されるようになっ

てきた。

　そこで、経済産業省は平成１０年度に、ＪＩＳ審議団

体の一つである日本健康福祉用具工業会に平成１４年

度までの５年間の委託事業「福祉用具・システムの

標準化に関する調査研究」の一つとして「視覚障害

者の歩行等のための音声案内による支援システム指

針」の策定を委託した。日本健康福祉用具工業会内

にメーカ、ユーザ、学識経験者が参画した「情報シ

ステム小委員会」が設置され、既存システムの調査、

視覚障害者の外出に関する調査等を踏まえ、ＪＩＳ原

案の策定作業が行われ、第１次のＪＩＳ規格案が平成

１１年度に策定された。

　この間、交通バリアフリー法の施行等法体系の整

備もあり、障害者支援システムの必要性がさらに高

まるとともに、新しい方式の視覚障害者用支援シス

テムの開発が国土交通省で始まり、警察庁では

ＰＩＣＳ‐Ａの実用化試験を開始するようになり、さら

なる広い視野での基本規格の制定が必要不可欠とな

った。平成１３年度に関係各省庁の参加を得て「情報

システム小委員会」構成を拡大し、幅広い議論を通

じて標準化のあり方を再度検証、将来、新しい方式

が開発されることも念頭に置きながらこれまでの原

案を元に、平成１４年９月に最終ＪＩＳ原案が策定され、

現在ＪＩＳ化に向け作業が進められている。

　このＪＩＳ規格（案）は個別のシステムを定めるもの

ではなく、機器の開発・設置に際しての基本的なコ

ンセプトを定めたものであり、意義深いものである。

今後、このコンセプトに基づく個々の機器、システ

ムの規格作りが進められることと思われる。

　米国における音声情報を用いた視覚障害者誘導シ

ステムとしては、現在のところＰＩＣＳ‐Ａ�に対応し

たトーキング・サインをサンフランシスコ市が積極

的に採用し、交差点情報の提供や公共建築物の場所

を示すランドマークとして、また図書館等公共建物

内の案内、公園施設の案内、鉄道駅舎内の案内等に

活用し始めている。カリフォルニア大学サンタバー

バラ校（ＵＣＳＢ）では構内の案内にトーキング・サイ

ンを設置している。またミシガン州ランシング市で

は、公共交通バスに取付け、バスの行き先情報をバ

ス停留所でバスを待っている視覚障害者に知らせる

ＧＰＳを使ったシステムを昨年末から稼働させている。

これらのトーキング・サインの利用の拡大に呼応し

て、赤外線による音声情報の視覚障害者誘導システ

ムの規格化（ＡＮＳＩ）が進められている。

　米国ＵＣＳＢでは、元米国地理学会副会長のゴレッ

ジ教授の所でＧＰＳと地磁気ジャイロ、電子地理情報

を組合せた視覚障害者誘導システムが研究されてい

る。現在、第２次試作までされており、トーキング・

サインのシミュレーション機能を含め、方位通知方

法、目標物までの距離と方位、俯瞰図情報提示方法

など実用化に向けた研究が行われている。このシス

テムは国土交通省が進めている研究プロジェクトの

一つとかなり類似する部分があり、今後の展開に注

目したいものの一つである２１，２２）。
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